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筑 波大学

内山 ・岡島研究室

研 究室バ ーベ キ ュ
ー

に て

　 　 　 　 　 　 　 　 　 1，　 は じめ に

　筑波大学 は，都 心 か ら北東 へ 約 60krn 離れ た筑波研究

学園都市 に 位置 し て い る 。 メ イ ン キ ャ ンパ ス の 筑波 キ ャ

ン パ ス と旧 図 書館情報大学 の あ る春 日 キ ャ ン パ ス をあわ

せ る と南北 に 約 5km ，東西約 1km に 広大 で 緑豊 か な

キ ャ ン パ ス を有 し て い る 。キ ャ ン パ ス は 隣接 地 に対 して

開放的に 設計 され て お り，他大学 の キ ャ ン パ ス の よ うな

塀 や 正 門 な ど が な い 。一
般 車 の キ ャ ン パ ス 内道路 の 通 行

は 自由な の で ある。キ ャ ンパ ス の 周辺 も 自然豊 か で ，バ ー

ベ キ ュ
ーも大 学 の 近 くに て 手軽 に楽 しめ る。

　 か つ て は 都内か ら一
目 掛 か りで 行 く場所 で あ っ た が，

2005年 に つ くば エ ク ス プ レ ス が 開 通 し，秋葉原 か ら快速

に 乗 る と45分で つ くば駅 へ 到着す る よ うに な っ た。研究

室 の あ る 総 合 研 究 棟 B は 中 地 区 と 呼 ば れ る キ ャ ン パ ス 中

央部 に位置する 。 広大 な キ ャ ン パ ス 故，つ くば駅 か らキ ャ

ン パ ス 入 り口 まで の 所 要 時 間 よ りも， 続 くキ ャ ン パ ス 内

で の 所要時 間 の 方が 長 く，最 初 は戸 惑 っ た こ と を 覚えて

い る。

　　　　　　　　 2．研究室 の 構成

　内山
・
岡島研究室 は

．
応 は そ れ ぞ れ 独立 し た二 つ の 研

究室 か ら構成 され て い る。と は 言 うもの の 研究活動 や ゼ

ミ 合宿，歓送迎 会 な ど全 て 合 同 で 行 っ て い る。内 山 洋 司

教 授，岡 島敬
一

准 教 授 の 教 員 2 名，事務 補 佐 員 1 名 の 計

3 名 の ス タ ッ フ と，学部 生 9 名，大学 院 博士前期課程 8

名，博 士 後期課程 3 名，の 合言1．23名で ，エ ネル ギ ー
問題

を中心 に した 資源，環境，経済，技 術 の 総 合的 シ ス テ ム

分析研究 を 遂 行 して い る 。

　筑波 大 学 は 複雑 な組 織 形 態 を有 して お り，内 凵」教授 ，岡

島准教授 と もまず教員組織 で ある シ ス テ ム 情報系 に 所属

し，大 学 院教 育 に お い て は シ ス テ ム 情 報 工 学 研 究 科 リス

ク 工 学専攻 を担当す る とい う形 態 を と っ て い る 。 学部教

育 に お い て は 内山教 授が 社 会 ・国 際 学群 国 際 総 合学類 の

担当に 加 え，理 工 学群 工 学 シ ス テ ム 学類 を 兼任 で 担当 し，

岡 島准教授 は 理 工 学群工 学 シ ス テ ム 学類 を専任 で 担当 し

て い る。内 山 教 授 は 他 に も筑波大学産 学 リエ ゾ ン 共 同研

究 セ ン タ
ー

長 を務 め て お り，産学連携 の 推進 に もあた っ

て い る 。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 3．研 究 活 動

　産業 と技 術 をエ ネル ギ
ー・

経済 ・環 境 面 （3E）か ら 総

合 的 に 分 析 し，エ ネ ル ギー
シ ス テ ム ・技 術 開発 ・政 策 に

関 して 持続 可 能 な発 展 の あ り方 を研究す る こ と をモ ッ

トーと し，社会 の ニ ーズ に あ わせ 多岐 に わ た る テ
ー

マ に

取 り組 ん で い る 。そ れ らの 中か らい くつ か の 研究 テ
ー

マ

に つ い て 簡 単 に 紹 介 す る。
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（1）マ トリ ッ ク ス 法 に よ る 環境負荷分析
11／

　 ル
ー

プ す る フ ロ
ー

を考 慮 した 分 析 が 可 能 で あ る マ ト

リ ッ ク ス 法 を環境負荷分析 に 用い る 方法論 の 開発 を進 め，

製 油 所 副 生 水素 製 造 プ ロ セ ス や 燃 料 電 池 自動車 の ラ イ フ

サ イ ク ル 分析な ど の 評価 を行 っ て い る 。

　マ トリ ッ ク ス 法 で は 製 晶 シ ス テ ム の 各プ ロ セ ス の 入 出

力が 線形 で あ る と仮定 し て い る 。こ の 仮定 に よ り， 各 プ

ロ セ ．ス の イ ン ベ ン トリ は ，各プ ロ セ ス の 活動 量 に比 例 す

る こ と に な る 。 各プ ロ セ ス の 入出力特性 は式（1）の よ うに

列 ベ ク トル で 表 わ され る。亡は転 置 を表 わ す。

　 aj ＝（alj… a。，b　i 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （1）

al．，は プ ロ セ ス ノに 入 出力 さ れ る マ テ リア ル iの 物量 を表 わ

す。こ こ で
，
ii’をマ テ リ ア ル iの シ ス テ ム 境界で の 入 出力

量 と し，製 品 シ ス テ ム の プ ロ セ ス 数 を n とす る と，マ テ

リ ア ル iは 式（2）で 表わ さ れ る 物 量 バ ラ ン ス の 式 を 満 た す。

　 i］

　Σ ai」pi ＝f’　 　　　　　　 　　　　　　　 〔2）
　 」

＝
］

Pは プ ロ セ ス ノの 活 動 量 を示す 。 全 て の マ テ リ ア ル は 式（2）
で 示 した物量バ ラ ン ス の 式 を満 た すの で 式（3）の 連立方程

式 が 導か れ る。

　Ap 　＝：f　　 　　　　　　 　　　　　　 　 （3）

式 （3）で ，A は シ ス テ ム の マ テ リア ル フ ロ ーを表 わす行列

で あ り，p は プ ロ セ ス 活動量 を表 わ す列ベ ク ト ル で あ る。

　マ テ リア ル 数 を m とす る と，rr］＝n で あ る と き，プ ロ

セ ス 活 動 量 ベ ク トル p は式 （4）で 求 め られ る。

　P ＝A
．・f　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）

　 また，環境負荷行列 をB，製品 シ ス テ ム 全体 か ら排出 さ

れ る 環境負荷因了
一
ベ ク トル β は 式 （5）で 求 め ら れ る。

　 β＝Bp ＝BA 　
if

　　　　　　　　　　　　　　　 （5）

以 上 の 方法 で 環境負荷 を 求め る に は ，m ＝ n で あ る 必 要

が あ る が ，実 際 の 製 品 シ ス テ ム で は m ≠ 11 で あ る場合が

あ る。こ の 場 合，マ テ リ ア ル フ ロ ー
行列の 正 方化 が必要

とな る 。 マ テ リア ル の 分離 統合また は プ ロ セ ス の 統合 ，

分 離 に よ っ て 行列 を正 方化す る 。

　マ ト リ ッ ク ス 法 を用 い た 評価 結果 の
一

例 と して ，燃料電

池自動車 と ガ ソ リ ン 自動車 の COp．排出原単位比較を図 1

に 示す。図 中の NG は 水素製 造 装 置 （HPU ）へ の 投 入 原 料
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を天 然 ガ ス （NG ）に 変更 し た場合 を意味 し て い る。HPU

水 素 を利 用 す る 場 合，HPU へ の 投 入 原 料 を天 然 ガ ス に す

る と燃料 電 池自動車 CO2 排 出原 単位 が 15　g−CO2／km 低 減

で きる とい う分 析結 果 が 得 られ た。こ の よ うに ，
マ トリ ッ

ク ス 法 に よ リフ ィ
ードバ ッ ク フ ロ ーを含 む 生 産 シ ス テ ム

の 環境 負荷 分 析が 可 能 と な る。

（2）GISを用 い た 環境 負荷分 析 ，エ ネル ギ ーポ テ ン シ ャ ル

　 分析
；弼 61

　地 理 情 報 シ ス テ ム （GIS）は デ ジ タ ル 化 さ れ た 地 図 ・地

形 デ
ー

タ と，位置 に 関 連 し た 統計 デ
ー

タ な ど を 統合的 に

扱 う情報 シ ス テ ム で ，当研究室 で は GIS を再生 可 能 エ ネ

ル ギ
ー

の 賦存量評 価 や 地域別 に み た 各種汚染物質の 曝露

影響評価 な どへ 展開 して い る 。 これ らに よ り地 域 レベ ル

で 資 源 利 用 ポ テ ン シ ャ ル の 推計 が 可 能 と な る。

　 GIS活 用 研 究 の
一例 と して，中 国沿 岸 域 主 要 地 域 に お け

る バ イオ マ ス 賦存量評価 ならび に地域 バ イオ マ ス 発電事

業 の 輸送費用最小化 に よ る導 入 評価 に つ い て 紹介す る 。

環境省環境研究総合推進費 E−1001 「ア ジ ア低炭素社会の

構築 に 向け た緩和技術 の コ ベ ネ フ ィ ッ ト研究 」 （平 成 22

年 度 〜24年度）の
一

部 と して ，推 進 して い る もの で あ る 。

分析 モ デ ル の 概要 を 図 2 に 示す 。 GISを用い て ，バ イ オマ

．ス の 利用 可 能量，お よ び 輸送 距 離 を推計 し，G工Sの 推計 か

ら得 られ た デ
ー

タ を 用 い て 輸 送 費 用 最 小 化 問 題 を 解 き，

輸 送 費用 最小 化問題 の 解 を基 に 地 域 に お ける バ イ オ マ ス

利 用 の 費用 便 益 分析 を行 うもの で あ る。分 析 結果 の
一

例

と し て ，図 3 に 農産バ イオ マ ス 資源量の 分布 ・設備立地

地 点 を示 す。麦 や トウモ ロ コ シ の 残 渣 が多く賦存す る河

南省，山東省 で は ，バ イ オ マ ス に よ る 発電 量 の 省内電 力

消 費量 に対す る割 合 が そ れ ぞ れ 23．0％，15，2％ に な り，バ

イ オ マ ．ス 資源 に よ る 発電 ポ テ ン シ ャ ル が 非常 に 高 く，視

覚的 に も示 され て い る。

　 エ ネ ル ギ ー
の 生 産 か ら消費 まで の フ ロ ーを分析す る た

め に は，輸送 距 離，資源 の 量 ・種 類 と い っ た ，場 所 に よ っ

て 異 な る 空 間的な要因の 考慮 が必要 と な る 。
こ の た め，空

間 デ
ー

タ を容易 に扱 える GISは 分 析手段 と し て適 して お

り，メ ッ シ ュ 毎の 自然 エ ネ ル ギ ー
利 用 可 能量 や 化石エ ネ

ル ギ
ー

産出量，メ ッ シ ュ 問 の 輸送 距 離 の 算 出 等 の エ ネル

o．o

地理情報 シス テ 厶 （GIS ）

市町村 別バ イオマ ス

利 用 可 能量推 計 ：g、

　 市 町 村別 メッ シ ュ 毎
バ イオマス 利用可能量田：g、

道路網デ
ー
タ

最 短 輸送 経路 算 出 ：d，i

輸送 費用 最小 化 問題 ： ’ninimi − e　C／

各設備 の 処理 規模 Σq、 輸 送費用 C，

費用便 益分析

図 1　各ケ
ース の 走行距 離 あ た りの CO2 排出原 単位 図 2　 GIS を用 い たバ イ オマ ス 分析 手法の 概 要
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図 3　 バ イ オ マ ス 資源 量 の 分布 ・設備立地 地点

ギー
フ ロ ー

分析 を展 開 で きる。当研究室で は 他 に も中 国

遼 寧省 を対象 と した，主 要都市域 に お け る集中型太陽光

発電 シ ス テ ム の 導入評価 や，中国全土 を対象 とし た石 炭

フ ロ ー
分析 並 び に 先進火 力発電技術導入効果，な ど に つ

い て 評価 を 進め て い る。

　
一

方国内 に つ い て は，低炭素社会 の 実現 に 向け，エ ネ

ル ギ
ー

環境面 にお い て 地域 の 役割を明 らか に する と共 に，

地 域経済 の 活性化 を 図 る こ と が 重 要 で あ る と考 え，研

究活動 を進 め て い る 。

一
例 と し て ，つ くば3E フ ォ

ー
ラ ム

活動 の
一

環 と して も取 り組 ん で い る，茨 城 県 に お け る民

生 部門の CO2 を 25％ 削減す る の に必 要な戸 建住宅へ の 太

陽 光発 電 （PV）シ ス テ ム 導入 量 と導入 率評価 結果 を図 4

醐 入 顱 黛輔 含艤

　 　
’

礎丶 。警，
畔 父・三 61 隔

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
’tllk ，

図 4　 茨城県 に お ける 戸建住 宅 へ の PV 導入必要 量，必要 導入率

　 　 （％ ）

に示す 。

　 こ れ らポ テ ン シ ャ ル 分 析 の 他 ，風 況 ・人 ロ データ と組

み 合 わせ た分析 を行うこ とで
，
SOxな ど環境負荷物質の 拡

散 ・暴 露量 評価 も行うこ とが で き，当研究室 で は こ れ ま

で 上 海や 山西省 を対象地域 と して 先進火力発電技 術 の 導

入 に よ る環境負荷物質低 減効果 と外部性評価 に つ い て も

分析 を進 め て きて い る 。

（3）低温度熱源を組み 合わせ た純酸素燃焼型 プロ セ ス 評価 η

　燃焼 型 発 電 技術 に お い て 発電効率 の 向上 に は こ れ ま で

蒸気条件 の 高温 高圧 化 や コ ン バ イ ン ドサ イ ク ル の よ うな

複合化 が 中軸 と なっ て きた 。 新 しい 構想 と して ，
バ イオ

マ ス ・廃棄物焼却炉 の よ うに 蒸気条件 を高 く とる こ とが

で きな い 低温度熱源 を，従来型 の 火力発電 と組 み 合 わ せ

る こ と に よ り効 率 向上 を図 る とい う考 え 方 が あ る。

　当研究室 で は
， 低温度熱源 と純酸素燃焼型 シ ス テ ム を

組み 合 わ せ た ハ イ ブ リ ッ ド型 発 電 方式を提案 し，評価 を

進 め て い る 。 こ れ ま で ，低温度熱源 で 発生す る 蒸気を閉

サ イク ル 型純酸素燃焼LNG ガ ス タービ ン シ ス テ ム の 補 助

加熱 に 用 い る シ ス テ ム や
， 純酸素燃焼型IGCC と低 温 度熱

源 を組 み 合 わ せ た シ ス テ ム 評 価 に取 り組 ん で き て お り，

その 概要の
一

部 を紹介す る 。

　低蒸 気条件炉 複合 シ ス テ ム と して 数方式 の プ ラ ン トを

提案 し，低蒸気条件炉寄与分 の 発電 効率が 従 来 発 電 方 式

の 効率以 上 を達 成 す る こ と を 主 要 な 目標 と して ，各種発

電技術 との 複合化を検討 した 。 評価を進 め て い る提案型

プ ラ ン トの
一

つ と し て ，図 5 に発展型純酸素燃焼 ガ ス

タ
ービ ン 発 電 プ ラ ン トと低蒸気条件炉 との 複合化 プ ラ ン

トの 概要 図 を示 す。提案 プ ラ ン トに お け る低 蒸 気 条 件 炉

寄与分 の 発電効率 は 33．8〜35．9％ と，目標 を超 える 値が得

られ た。提案プラ ン ト全体 で の 発 電 効率は 40．3〜43．3％

で，か つ 複合化先発電技術寄与分 の 発電効率 は 4L7 〜

48．2％ とな り，複合化の メ リ ッ トが 十 分 得 ら れ て い る。

CH402

図 5　 複 合化 プラ ン トの 概 要図
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（4）太 陽 光発 電 シ ス テ ム 分析 ・信頼性評価
S醐

　新 エ ネ ル ギー
シ ス テ ム の 実 際 の 導 入 に あ た り，設 備 容

量 の 規 模 だ け で な く，ラ イ フ サ イ ク ル で の 運 用 に お ける

発電電力量 が 重 要 と な る 。 当研 究 室 で は 太 陽 光 発 電 シ ス

テ ム な らび に 燃料電池発電 シ ス テ ム 等 に お ける シ ス テ ム

設 備利用率の 向上 を 卞 眼 と して シ ス テ ム 運 用 評 価 ・信頼

性 評 価 に 取 り糸1［．ん で い る 。そ の 中か ら一
部 と して 太 陽光

発電 （PV ） ミ ス マ ッ チ 損失評 価 と ミ ス マ ッ チ低 減 の た め

の 配 線切 り替え導 入 検討 につ い て 紹介す る 。

　PV の 今後大量 導 入 を想 定 した 場 合 ，樹 木 や 建物 に よ る

凵陰 の 影 響 を受 け る 場 所 へ の 設 置 も増加す る と予想 で き

る 。
こ の よ うに，PV へ の 日射量 が 均

・
で な い 場合 ，ア レ

イ を構成す る モ ジ ュ
ー

ル の 単純出力合計 よ り，ア レ イ 出

力の 方が小 さ くな る ミス マ ッ チ 損 失が 発 生 する。また，発

電 に寄 与 しな い モ ジ ュ
ー

ル が 負荷 と し て 発熱す る 可 能性

も あ り，長 期 信 頼 性 へ の 不 安 要 索 と もな る 。そ こ で PV を

日射条件 の 悪 い 箇所へ の 導 入 を想定 し，配線切 り替 え を

行 うこ とで ミ ス マ ッ チ 損失 を低減 させ る，配 線切 り替 え

PV に つ い て 研究開発 を 進め て い る 。

　 図 6は 実 在 の PV シ ス テ ム に対 し 目影 が 生 じる ケ
ー

ス に

お い て デ
ー

タ 収集 ・評価 を行 っ た 際の 写真 で あ る。日影

は，対象シ ス テ ム の 東側 に存在す る樹木 に よ っ て 発生 し

ア レ イ の 左側 か ら右側 に か けて 移動す る 。 こ の ケ ース で

は PV モ ジ ュ
ー

ル が 2 枚ずつ ほ ぼ 同時 に 出力低 下 し，標準

偏差 の 1時間平均値 0．8A ，最大値 1．5A の ば らつ きが 生

じる 。

　 こ れ ら ミ ス マ ッ チ損失 に 対 し当研 究 室 で はPV モ ジ ュ
ー

図 6　 3kW フ ィ
ール ドPV シス テ ム に お け る ミス マ ッ チ評 価

15弓3
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　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Time

図 7　 固定配線 と 配線切 り替 え シ ス テ ムの PV 発電量 推移

ル の 直並 列 を切 り替 える 配 線切 り替え シ ス テ ム を提案 し

て お り，日照 下 お よ び模擬電源 で の 有効性 を 評価 ・検 証

して い る。図 7 は PV 模 擬 電 源 装 置 を用 い ，　 PV シ ス テ ム

の 真南 に 電柱が 存在す る 円影パ タ
ーン に 対 して ，実際 に

配線 切 り替 え を 行 っ た場 合 の 発 電 量 評 価結 果 例 で あ る 。

3枚 の モ ジ ュ
ー

ル に 凵影 が か か る 13：00に お い て ，固 定配

線 と最 適 配 線 の 発 竃 量 の 差 が 最 大 31．4％ と に 達す る 。こ

の 凵 中 の 日陰 の み で も一
日 の 発 電 量 で は配 線 切 り替 え導

入 に よ っ て 5 ％ の 発 電 電 力 量 の 向上 が もた ら され る 。

　 こ れ らの 他，PV シ ス テ ム や 燃料電池発 霓 シ ス テ ム の 不

具合検 出 技術 開発，フ ォ ル トツ リ
ー
解析や PSA （確率論

的 安全評 価 ）手法 に 基づ くシ ス テ ム 信頼性評価，な どに

つ い て 取 り糸11．ん で い る。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 4．お わ り に

　当研 究室は ，
“
持続 可 能 な発展

”
に 向け環境

・
エ ネ ル ギー

問題 か ら考 え る た め の 研究 と 人 材 育成 を 進 め て い る 。全

て を こ こ に記す に は 紙面が 足 りず，割愛 し た 内容 も まだ

ま だ あ り，内 由 ・
岡島研 究 室 に興 味 を持 た れ た 方 は 是 非

ご 来 訪頂 きた い 。つ くば エ ク ス プ レ ス に 乗れ ば，筑波大

学 の 意 外 な 近 さ を実 感 して も ら え よ う。
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